様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　 　　2024年　3月　21日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃ いずみ
                              　一般事業主の氏名又は名称　株式会社イズミ
（ふりがな）　　やまにし やすあき
                              （法人の場合）代表者の氏名　山西　泰明　  印
住所　〒732-8555　
　　　　　　　　　　　　広島県広島市東区二葉の里三丁目３番１号
法人番号　　8240001000777　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 統合報告書2023
2 第二次中期経営計画（23.4.11に修正を公表）

	公表日
	1 統合報告書2023　2023年　8月　31日
2 第二次中期経営計画　2023年　4月　11日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 統合報告書2023　 P.10,17,18,23
https://izumi.co.jp/corp/ir/pdf/2023/integratedreport2023_j.pdf
2 第二次中期経営計画（23.4.11に修正を公表）P.11
https://www.izumi.co.jp/corp/ir/pdf/2023/0411news_03-1.pdf　

	記載内容抜粋
	【「利益成長」と「未来への寄与」の両立を目指すDX戦略】
当社グループは、お客さま、従業員、地域に対するDXを推進し、当社の競争優位性を高めていきます。
【2030年長期ビジョン】
「ゆめ（you me）あふれる地域との共創に挑戦｜中四国・九州エリアを軸とした300店舗体制の実現」
【今後の投資戦略】
　これまでにも進めてきた在庫削減やロスの削減、人員の適正配置などでも、デジタル技術の活用でさらなる生産性向上を追求します。例えば、PCなどの各種端末の機能を1台に集約した「多機能端末」の導入を全店舗で進め、商品の売上や利益などのデータを現場で確認できるようにしています。他にもスマートフォンで商品をスキャンしてお買い物ができる「ピピットセルフ」や、販促用サイネージ、電子棚札などの導入店も順次拡大し、業務効率とともにお客さまの利便性向上にも寄与するDXを推進していきます。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認を得た公開文書（「第二次中期経営計画（23.4.11に修正を公表）」）及びそれに基づき作成した「統合報告書2023」に記載している事項



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 アニュアルレポート2021
2 統合報告書2023
3 第二次中期経営計画（23.4.11に修正を公表）
4 当社ホームページ｜組織図

	公表日
	1 アニュアルレポート2021　2021年　9月　15日
2 統合報告書2023　2023年　8月　31日
3 第二次中期経営計画　2023年　4月　11日
4 当社ホームページ｜組織図　2023年　2月　14日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 アニュアルレポート2021　 P.15,16
https://www.izumi.co.jp/corp/ir/pdf/2021/annualreport2021_j.pdf
2 統合報告書2023　 P.14,23,24
https://izumi.co.jp/corp/ir/pdf/2023/integratedreport2023_j.pdf
3 第二次中期経営計画（23.4.11に修正を公表）https://www.izumi.co.jp/corp/ir/pdf/2023/0411news_03-1.pdf　P.23,24
4 当社ホームページ｜組織図
https://www.izumi.co.jp/corp/outline/organizationchart.html

	記載内容抜粋
	〈アニュアルレポート2021〉
事業戦略の一つとして「ＤＸ推進」を掲げ、
・「ＥＣを進化させたデジタルコマースを実現」
店舗連動型セレクト通販「ゆめオンライン」の拡充でEC市場拡大に対応し、地域密着型の配送サービス「ゆめデリバリー」の立ち上げで商圏内の利便性向上を図ります。
・「アプリを軸に顧客関係強化を図る」
顧客関係管理を強化。顧客データ基盤（カスタマーデータプラットフォーム・ＣＤＰ）を活用し、お客さま一人ひとりにフォーカスした最適なプロモーションを実現します。
・「業務改革と人材育成の推進」
需要予測型発注による作業効率アップや、基幹システム刷新による在庫水準の適正化など、業務改革の効果を幅広い領域で具現化します。

〈統合報告書2023〉
価値創造戦略として、「利益成長」と「未来への寄与」の両立を目指すDX戦略を掲げています。売上拡大の方策としてのゆめアプリは、アプリ会員数と売上構成比率は約40％を達成し、アプリ会員は186万人に増加。また、多機能端末や需要予測型発注の取り組みで、労働生産性は一人当たり854万円を実現。25年には950万円を目指している。
さらに、デジタル技術の活用による生産性改革として、スマホPOS（ピピットセルフ）の導入も進めている。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認を得た公開文書「アニュアルレポート2021」に記載している事項
取締役会の承認を得た公開文書（「第二次中期経営計画（23.4.11に修正を公表）」）及びそれに基づき作成した「統合報告書2023」に記載している事項



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社ホームページ｜組織図
https://www.izumi.co.jp/corp/outline/organizationchart.html
統合報告書2023｜P.14【4つのマテリアリティとともに人材育成・ガバナンス強化に注力】
https://izumi.co.jp/corp/ir/pdf/2023/integratedreport2023_j.pdf

	記載内容抜粋
	〈当社ホームページ｜組織図〉
DX本部を設置し、イズミ・イズミグループ全体でＤＸを推進しております。人材については社外からの募集を行っています。
〈統合報告書2023〉
企業として持続的な成長を果たしていくには、他にも注力すべき領域があります。その筆頭は「人材育成」です。DXを活用した現場の業務改革などを進め、生産性の向上と同時に社員教育のための時間を拡充していくことが重要です。（統合報告書2023）



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	統合報告書2023　 P.23,24
https://izumi.co.jp/corp/ir/pdf/2023/integratedreport2023_j.pdf
アニュアルレポート2021　 P.16
https://www.izumi.co.jp/corp/ir/pdf/2021/annualreport2021_j.pdf

	記載内容抜粋
	アプリを軸とした顧客関係強化のためのカスタマーデータプラットフォーム（ＣＤＰ）の活用を推進しています。また基幹システム刷新によりデータの一元管理やマルチＭＤへの対応を進めている。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	第二次中期経営計画（23.4.11に修正を公表）


	公表日
	2023年　4月　11日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	第二次中期経営計画（23.4.11に修正を公表）P.23,24
https://www.izumi.co.jp/corp/ir/pdf/2023/0411news_03-1.pdf　

	記載内容抜粋
	「ＥＣ取扱高目標」（P.23）、
「アプリ会員目標」（P.23）、
「労働生産性目標」（P.24）を提示しております。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2023年　8月　31日

	発信方法
	統合報告書2023　 P.13
【既存店の強化に重心をシフトしつつさらなる生産性向上を図る】
統合報告書2023　 P.23
【「利益成長」と「未来への寄与」の両立を目指すDX戦略】
https://izumi.co.jp/corp/ir/pdf/2023/integratedreport2023_j.pdf

	発信内容
	代表取締役社長より、トップメッセージとして「DXによる店舗改革やオペレーション改革、新規顧客層の拡大に向けたマーチャンダイジング（MD）改革などの「攻め」の諸施策を実行し、さらなる変革を図っていく方針です。」と、発信している。
執行役員DX本部長より「当社グループは、お客さま、従業員、地域に対するDXを推進し、当社の競争優位性を高めていきます。お客さまに対しては、デジタルサービスの導入・提供によって、買い物の利便性を高め、顧客満足度向上と販売促進につなげていきます。従業員に対しては、AIを活用したシステムや電子棚札を導入することで業務負担を軽減し、生産性向上を図ります。地域に対しては、DXによる暮らしやすいまちづくりに取り組み、地域課題の解決に貢献していきます。」と、発信している。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2023年　11月頃　～　2023年　12月頃

	実施内容
	ＤＸ推進指標・自己診断フォーマットに基づき実施



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2021年　3月　～　2024年　1月

	実施内容
	内部統制報告制度におけるＩＴ統制のセキュリティ関連項目を毎年内部監査しております。
また、グループ全体の「情報セキュリティ基本方針」及び「情報セキュリティ管理規程」を見直し、規程に沿って定期的に社内監査を実施いたします。情報セキュリティ委員会を2021年10月に設置し、全社における管理体制と教育啓蒙活動を年2回実施しています。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

